
試案（パブリックコメントにおける案）からの変更の概要

該当施策等 ページ 修正前 修正後 修正の趣旨

第2章　現状と課
題

15 ○　千葉県の合計特殊出生率は、１９７０年代後半から低下
傾向にあります。また、１９８５年からは全国平均を下回る
状況が続いており、２０１６年では１．３５と、人口を維持
していくのに必要な値とされている２．０８を大きく下回っ
ています。

○　千葉県の合計特殊出生率は、１９７０年代後半から低下傾向
にあります。また、１９８５年からは全国平均を下回る状況が続
いており、２０１７年では１．３４と、人口を維持していくのに
必要な値とされている２．０８を大きく下回っています。

最新データが公開されたた
め。

29 ○　県内の児童相談所における児童虐待の相談対応件数は、
２０１１年度から２０１６年度の５年間で約２．７倍に増加
し、２０１６年度は７，９１０件となっています。また、市
町村における相談対応件数をみても増加しており、２０１６
年度には６，０８８件にも上っています。

○　県内の児童相談所における児童虐待の相談対応件数は、２０
１１年度から２０１７年度の６年間で約２．７倍に増加し、２０
１７年度は７，９１４件となっています。また、市町村における
相談対応件数をみても増加しており、２０１７年度には６，４６
０件にも上っています。
（図３１）「児童虐待の相談対応件数の推移」更新

最新データが公開されたた
め。

30 ○　県及び市町村で受け付けた養護者による（家庭におけ
る）障害者虐待に関する相談・通報等件数は２２０件（２０
１６年度）で、そのうち、虐待を受けた又は受けたと思われ
たと判断された事例は９２件でした。障害の種別では、知的
障害、精神障害のある人への事例が多くなっています。

○　県及び市町村で受け付けた養護者による（家庭における）障
害者虐待に関する相談・通報等件数は２８２件（２０１７年度）
で、そのうち、虐待を受けた又は受けたと思われたと判断された
事例は１３３件でした。障害の種別では、知的障害、精神障害の
ある人への事例が多くなっています。
（図３３）「障害者虐待の対応状況」更新

最新データが公開されたた
め。

32 ○　自殺者数は、１９９８年以降、１，３００人前後で推移
してきましたが、２０１２年に１，２１５人に減少、その
後、２０１６年には１，０２６人となり、１９９８年以降で
最も少なくなっています。２０１６年の自殺者数は同年の交
通事故死亡者数（２５１人）の約４倍となっています。

○　自殺者数は、１９９８年以降、１，３００人前後で推移して
きましたが、２０１２年に１，２１５人に減少、その後、２０１
７年には９９０人となり、１９９８年以降で最も少なくなってい
ます。２０１７年の自殺者数は同年の交通事故死亡者数（２３３
人）の約４倍となっています。
（図３６）「自殺者数の推移」更新

最新データが公開されたた
め。

第3章　理念
Ⅲ　市町村と県の
役割

54 さらに、単独の市町村では解決が難しく専門的な支援を必要
とする、医療的ケアを要する状態にある児童、難病・がん患
者、精神疾患により長期入院した患者や、身近な地域では当
事者が声を上げにくく、特段の配慮が必要となる配偶者から
の暴力を受けた人、刑務所出所者等に対する支援体制を市町
村と連携して構築していきます。

さらに、単独の市町村では解決が難しく専門的な支援を必要とす
る、医療的ケアを要する状態にある児童、難病・がん患者、精神
障害のある人や身近な地域では当事者が声を上げにくく、特段の
配慮が必要となる配偶者からの暴力を受けた人、刑務所出所者等
に対する支援体制を市町村と連携して構築していきます。

医療・福祉・介護・市町村
を含む行政などの関係機関
により、すべての精神障害
のある人を対象とした「地
域包括ケアシステム」の構
築を推進しているところで
あり、長期入院患者のみを
対象とした事業ではないた
め。

資料３
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該当施策等 ページ 修正前 修正後 修正の趣旨

第4章　推進体制
（４）社会福祉法
人・社会福祉施設

60 追加 ○　そのような中、社会福祉法第１１０条第１項により、広域的
な見地から地域福祉を推進する団体として位置づけられている千
葉県社会福祉協議会（県社協）は、県内の幅広い関係者との連携
と協働のもとに、様々な福祉課題の解決と福祉人材の確保・育成
などに取り組んでおり、県全体の地域福祉推進のために重要な役
割を果たすことが期待されます。

「県社協について、位置づ
け、役割について記載して
はどうか」との御意見を踏
まえて修正。

（９）広域・県域
の福祉系組織

63 ○　市町村区域を越えた広域、県域での福祉活動を支援する
組織には、千葉県社会福祉協議会（県社協）や千葉県民生委
員・児童委員協議会（県民児協）等様々な団体があり、各種
研修などを通じた専門職の育成や広域的なネットワークづく
りを進めてきました。

○　市町村区域を越えた広域、県域での福祉活動を支援する組織
には、県社協のほか、例えば千葉県民生委員・児童委員協議会
（県民児協）、千葉県社会福祉士会等様々な団体があり、各種研
修などを通じた専門職の育成や広域的なネットワークづくりを進
めてきました。

「県域の福祉関係団体・職
能団体等として、専門職の
育成や広域的なネットワー
クづくりを進めている、県
域の当事者組織や職能団体
（千葉県社会福祉士会な
ど）を追加してはどう
か。」との御意見を踏まえ
て修正。

第5章　地域・市
町村を支援するた
めの施策
Ⅰ．互いに支え合
う地域コミュニ
ティの再生

73 ②災害時の要配慮者対策の推進
また、災害派遣精神医療チーム（ＤＰＡＴ）、リハビリ職、
管理栄養士・栄養士、保健師等により専門性が必要な分野に
おいても適切な支援を行えるよう体制を整備します。

②災害時の要配慮者対策の推進
また、災害派遣精神医療チーム（ＤＰＡＴ）、保健師、管理栄養
士・栄養士、リハビリ職等により専門性が必要な分野においても
適切な支援を行えるよう体制を整備します。

保健師は災害対応として制
度的にも欠かせない職種で
あるため、記載順序を変
更。

74 ⑥分野を超えたネットワークづくりと社会資源の創出
○　中核地域生活支援センターによる地域の総合コーディ
ネート
　中核地域生活支援センター事業を通じ、行政をはじめとす
る公的機関、福祉・医療・司法・教育等の各分野の支援者や
支援機関、当事者グループなどの関係者や、関係機関を調整
するとともに、互いのネットワークの強化を図ります。

⑥分野を超えたネットワークづくりと社会資源の創出
○　中核地域生活支援センターによる地域の総合コーディネート
　中核地域生活支援センター事業を通じ、市町村をはじめとする
公的機関、福祉・医療・司法・教育等の各分野の支援者や支援機
関、当事者グループなどの関係者や、関係機関を調整するととも
に、互いのネットワークの強化を図ります。

「具体的に「県内市町村」
といった用語を用いる方が
わかりやすいのではない
か。」との御意見を踏まえ
て修正。
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該当施策等 ページ 修正前 修正後 修正の趣旨

Ⅱ．生涯を通じた
福祉教育と地域福
祉を支える人材の
育成

77 ２．福祉人材の確保・育成
（１）現状と課題

  【追記】

○  生産年齢人口の減少が見込まれる中で、多様な人材を活用す
るという視点で外国人やシニア世代の介護分野での活躍が期待さ
れます。

○　介護の職場のイメージアップを図り、就業につなげるため、
県内の介護施設に従事する若手介護職員を「介護の未来案内人」
として委嘱し、県内高等学校等に派遣したり、SNSを活用して介護
職の魅力を発信しています。

○　シニア人材（５０歳以上）の就業を促進するため、介護職員
初任者研修等の支援から職場体験、介護施設とのマッチングまで
を行うとともに、外国人介護職員に対し、日本語学習の支援を
行っています。

○　外国人介護職員の就業を促進するため、千葉県留学生受入プ
ログラムにより、留学生の学費や居住費の支援を実施するととも
に、各種相談・支援を行う千葉県外国人介護人材支援センターを
設置します。

第２回会議意見を踏まえた
修正。
「どういった層に対して何
をするのか、定着するため
にはどのようなことをする
のか、医療・介護総合確保
基金をどのように活用して
いくのか、シニア人材をど
のように活かしていくの
か、といったことについ
て、もう少し整理が必要で
はないか。」

78 ①福祉人材の確保・定着対策の推進
「地域医療介護総合確保基金」を活用し、次の事業を行いま
す。
①介護分野への新規就業や離職者の再就業の促進
②事業者と求職者のマッチング機能の強化
③介護職員のキャリアアップの支援
④介護ロボット の導入支援
また、２０１８年度から、新たに県内の若手介護職員を「介
護の未来案内人」として委嘱し、介護の仕事の魅力を発信し
ていくとともに、今後増加が見込まれる外国人介護人材の受
入のための事業者説明会や語学研修会、シニア人材を対象と
した介護の職場体験から事業者とのマッチングまでの支援な
ど、様々な人材の活用を推進します。

①福祉人材の確保・定着対策の推進
「地域医療介護総合確保基金」を活用し、次の事業を行います。
①介護分野への新規就業や離職者の再就業の促進
②事業者と求職者のマッチング機能の強化
③介護職員のキャリアアップの支援
④介護の未来案内人事業
⑤期待しています！シニア人材事業
⑥介護ロボット の導入支援
また、２０１９年度から外国人介護職員の就業を促進するため、
千葉県留学生受入プログラムにより、留学生の学費や居住費の支
援を実施するとともに、各種相談・支援を行う千葉県外国人介護
人材支援センターを設置します。

２０１９年度に実施する事
業を記載。
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該当施策等 ページ 修正前 修正後 修正の趣旨

Ⅱ．生涯を通じた
福祉教育と地域福
祉を支える人材の
育成

79 ②福祉人材センターの運営

豊かな人間性を備えた資質の高い人材を確保するとともに、
これらの人材の専門的知識・技術及び意欲を高め、県民ニー
ズに対応した適切な福祉サービスの提供を行なうため、千葉
県福祉人材センターにおいて、社会福祉事業に従事しようと
する人の就労の援助、社会福祉施設経営者に対する相談等を
行います。

②福祉人材センターの運営

豊かな人間性を備えた資質の高い人材を確保するとともに、これ
らの人材の専門的知識・技術及び意欲を高め、県民ニーズに対応
した適切な福祉サービスの提供を行なうため、千葉県福祉人材セ
ンターにおいて、社会福祉事業に従事しようとする人の就労の援
助、社会福祉施設経営者に対する相談等を行います。
また、人材定着アドバイザー（メンタルヘルスサポート相談員）
を配置し、業務上の悩み、労働環境等に関する相談に応じていま
す。

第２回会議意見を踏まえた
修正。
「働き方改革が順次施行さ
れるが、介護職は非常に厳
しい労働環境にあると聞い
ている。従事する方のケア
という視点もあるとい
い。」
「当市の社会福祉施設でも
外国人介護人材の受入の話
がある。何らかの事情で受
け入れ先を辞めてしまった
場合、社会的ネットワーク
がないため、制度から外れ
てしまうと厳しい状況に陥
りがちではないか。支援の
仕組みづくりについて検討
してほしい」

※外国人介護人材の仕事や
生活上の悩みなどの相談・
支援等を一元的に行う「外
国人介護人材支援セン
ター」を平成３１年度に設
置予定。

79 ○　老人クラブは、高齢者の知識及び経験を活かし、生きが
いと健康づくりのための多様な社会活動を通じ、老後の生活
を豊かなものにすることを目的とした自主的な組織で、概ね
自治会・町内会単位で組織され、３，０００以上のクラブが
県内で活動しています。

○　老人クラブは、高齢者の知識及び経験を活かし、生きがいと
健康づくりのための多様な社会活動を通じ、老後の生活を豊かな
ものにすることを目的とした自主的な組織で、概ね自治会・町内
会単位で組織されており、クラブ数とその会員数は減少傾向には
ありますが、約２，９００のクラブと１２万人以上の会員が県内
で活動しています。

「老人クラブについて、高
齢者保健福祉計画と整合を
取った記載としてはどう
か。」との御意見を踏まえ
て修正。

Ⅲ．医療・福祉
サービスの安定的
な供給と地域活動
基盤の強化

94 「地域子育て支援拠点事業実施箇所」の目標
「３２８」

「地域子育て支援拠点事業実施箇所」の目標
「増加を目指します」

2018年度の実績値が331で
あったため、目標値を見直
した。
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該当施策等 ページ 修正前 修正後 修正の趣旨

100
105
111

「自立相談支援機関における自立相談支援員養成研修の受講
率」
「日常生活自立支援事業利用者数」
「ひきこもり地域支援センターの相談見込み件数」

「※千葉市分を含まず」を追加。 「指標の数字に千葉市が含
まれていないのではない
か。」との御意見を踏まえ
て修正。

104 【児童】県内の児童相談所における児童虐待の相談対応件数
は、２０１１年度から２０１６年度までの５年間で約２．７
倍の７，９１０件と増加しており、児童虐待を巡る問題は深
刻化しています。

【児童】県内の児童相談所における児童虐待の相談対応件数は、
２０１１年度から２０１７年度までの６年間で約２．７倍の７，
９１４件と増加しており、児童虐待を巡る問題は深刻化していま
す。

最新データが公開されたた
め。

104 県及び市町村で受け付けた養護者による（家庭における）障
害者虐待に関する相談・通報等件数は２２０件（２０１６年
度）で、そのうち、虐待を受けた又は受けたと思われたと判
断された事例は９２件でした。障害の種別では、知的障害、
精神障害のある人への事例が多くなっています。また、障害
者福祉施設従事者等による障害者虐待の相談・通報・届出件
数は１３２件（２０１６年度）で、そのうち、虐待が認めら
れた件数は３０件でした。

県及び市町村で受け付けた養護者による（家庭における）障害者
虐待に関する相談・通報等件数は２８２件（２０１７年度）で、
そのうち、虐待を受けた又は受けたと思われたと判断された事例
は１３３件でした。障害の種別では、知的障害、精神障害のある
人への事例が多くなっています。また、障害者福祉施設従事者等
による障害者虐待の相談・通報・届出件数は１５９件（２０１７
年度）で、そのうち、虐待が認められた件数は３６件でした。

最新データが公開されたた
め。

115 「⑧犯罪被害者支援の推進」に追加 ○　住まいの確保の支援
犯罪被害者が県営住宅への入居を希望する場合には、優遇措置を
行うことで、住まいの確保の支援を行います。

取組の追加のため。

Ⅳ．支援が必要な
人、一人ひとりを
支える相談等支援
体制の充実・強化
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